
はじめに
役員退職給与の適正額を算定する方
法として、平均功績倍率法や1年当た
り平均額法などがあり、裁判所もそれ
ぞれの方法について合理的と判断して
います。
今回は、肉用牛の飼育、販売を行っ
ていたＡ社とその関連会社Ｂ社が乙
（Ａ社においては元代表者、Ｂ社にお
いては元取締役）に役員退職給与を支
給したところ、「不相当に高額な部分
の金額」があるとして、課税庁より更
正処分を受けた事例をご紹介します。
法人側は、功績倍率法により算定し
た役員退職給与を支給しましたが、裁
判所は、Ａ社には平均功績倍率法を、
Ｂ社には1年当たり平均額法を採用し
て役員退職給与の適正額を算出してい
ます。

Ⅰ．平均功績倍率法／1．06
の平均功績倍率

令2．2．19東京地裁
（棄却、控訴）Ｚ888－2306

＜事案の概要＞
Ａ社の元代表者乙は、Ａ社の設立時
から代表取締役に就任していました。
Ａ社は、平成25年2月7日に開催した
臨時株主総会において、乙の退職慰労
金として2億9920万円を支給する旨を
決議し、同年3月1日に支給していま
す。この役員退職給与は、乙がＡ社を
退職する直前の役員報酬月額110万円
を基礎として、勤続年数を34年及び功
績倍率を8倍として算定されていま
す。
＜東京地裁の判断＞
1．平均功績倍率法の採用について
原告は、功績倍率の最高値又は勤続
年数1年当たりの役員退職給与額の最
高額を用いるべきである旨主張する。
しかしながら、功績倍率の平均値（平
均功績倍率）を算定することにより、
同業類似法人間に通常存在する諸要素
の差異やその個々の特殊性が捨象さ
れ、より平準化された数値が得られる
一方、功績倍率の最高値や勤続年数1
年当たりの役員退職給与額の最高額

は、それらに係る法人の特殊性等に影
響されるものであって、指標としての
客観性が劣るといわざるを得ない。ま
た、本件において合理的と認められる
抽出基準により同業類似法人を抽出し
た結果、3法人という相当数の法人が
抽出されている上、これらの法人の功
績倍率には極端なばらつきがないので
あって、本件において役員退職給与の
相当額を算定するための指標として平
均功績倍率を採用することが相当でな
いとか、最高功績倍率等がより適切で
あるとみるべき事情は見当たらない。
2．本件への当てはめ
被告が採用した原告の同業類似法人

の抽出基準はいずれも合理的であると
いうことができる。そして、上記抽出
基準に該当する原告の同業類似法人3
法人の支給した役員退職給与に係る功
績倍率は、1．17、1．34、0．65であり、
その平均功績倍率は1．06であることが
認められる。
原告元代表者の最終月額報酬額は

110万円、役員（代表取締役）として
の勤続年数は34年であり、上記平均功
績倍率にこれらを乗じると、3964万
4000円となる。本件役員退職給与の額
である2億9920万円のうち、3964万
4000円を超える2億5955万6000円につ
いては、「不相当に高額な部分の金額」
に該当すると認められる。

Ⅱ．1年当たり平均額法／
功績倍率法の採用が不
合理とされた事例

令2．3．24東京地裁
（棄却）Ｚ888－2350

＜事案の概要＞
Ｂ社の元取締役乙は、Ｂ社の設立時

から代表取締役を務めていましたが、
平成8年3月、取締役を辞任しまし
た。しかし、平成15年11月に再度Ｂ社
の取締役に就任し以後継続して取締役
を務め、平成24年12月25日に辞任しま
した（以下、平成8年の退任の後から
平成15年の就任までの間を「役員退任
期間」といいます）。
Ｂ社は、平成19年4月以降、乙に対

し、役員報酬として月額25万円を支給

していましたが、平成25年1月11日、
平成24年6月から同年12月までの役員
報酬として合計525万円（月額75万円）
を追加支給しています。
平成25年3月1日、Ｂ社は乙に対し、
役員退職給与として合計2億7000万円
（退任慰労金2億円、特別功労金7000
万円）を支給しました。役員退職給与
のうち退任慰労金は、功績倍率法によ
り、乙の最終月額報酬額を100万円、
勤続年数を25年、功績倍率を8倍と
し、これらを乗じて算定されたもので
した。
＜東京地裁の判断＞
1．乙の勤続年数について
本件元取締役は、役員退任期間にお
いて、継続的に、原告の経理や予算管
理に係る業務を担っていたということ
ができ、さらに、原告の重要な経営判
断やその実務処理に実質的に参与した
ことがあったことも併せ勘案すれば、
役員退任期間において、継続して、実
質的に原告の経営に従事していたと認
めるのが相当であり、元取締役の勤続
年数には本件役員退任期間も通算され
るべきである。
そして、平成8年の退任に当たって
本件元取締役に退職給与は支給されな
かった。平成8年の退任に当たり元取
締役に退職給与が支給されなかったの
は、元取締役に対して支給すべき役員
退職給与が存在しない（零円である）
との評価を前提としたものであるとみ
るのが相当であるから、平成8年の退
任までの間の元取締役の原告に対する
功績については、平成8年の退任の際
に既に評価し尽されて清算されたもの
と認められる。以上によれば、本件役
員退職給与適正額の算定における平均
功績倍率法、1年当たり平均額法等に
おいて用いられるべき元取締役の勤続
年数は17年（平成8年3月9日から平
成24年12月25日。1年未満切上げ。）
とすべきである。
2．1年当たり平均額法について
1年当たり平均額法は、当該退職役
員の在職期間中における法人に対する
功績の程度を反映しているものという
べき最終月額報酬額を用いないため、
その合理性において平均功績倍率法に

劣る面があることは否めないものの、
平均功績倍率法と同様、①勤続年数
は、法人税法施行令70条2号が明文で
規定する「当該役員のその内国法人の
業務に従事した期間」に相当すること、
②同業類似法人における1年当たり役
員退職給与額の平均額は、同業類似法
人間に通常存在する諸要素の差異やそ
の個々の特殊性が捨象された、より平
準化された数値ということができる。
3．功績倍率法が不合理であると認め
られる特段の事情の有無
本件元取締役の最終月額報酬額であ
る100万円は、専ら役員退職給与の額
の算定根拠を整える目的で決定及び支
給されたものといわざるを得ない。し
たがって、本件役員退職給与適正額の
算定については、功績倍率を用いた方
法によることが不合理であると認めら
れる特段の事情があるといえ、1年当
たり平均額法又は1年当たり最高額法
が法人税法34条2項及び同法施行令70
条2号の趣旨に合致する合理的な方法
となるというべきである。
本件役員退職給与適正額の算定に当
たり、1年当たり平均額を用いること
が適切を欠くと認められる特段の事情
があるとはいえないから、1年当たり
最高額法の合理性を肯定することはで
きない。
4．本件への当てはめ
1年当たり役員退職給与額の平均額
及び本件役員退職給与適正額は、それ
ぞれ、192万2528円（1円未満切上げ）、
3268万2976円となり、本件役員退職給
与の額2億7000万円のうち、上記の役
員退職給与適正額を超える2億3731万
7024円が不相当に高額な部分の金額と
なる。

おわりに
ご紹介した2件の判決のうち、Ⅰの
令和2年2月東京地裁では、肉用牛の
売却取引が国税通則法68条の「仮装」
に該当するかも争われており、東京地
裁は、「仮装」に当たるとしています。

TAINSの入会に関するお問い合
わせは、データベース事務局へ
TEL 03（5496）1195

草間 典子［足立］

役員退職給与の適正額算定方法
～平均功績倍率法と1年当たり平均額法～
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